
1

再エネ大量導入時代のあるべき価格シグナル
マイナス価格は許容されるべきか？

2023年２月15日
一般社団法人 太陽光発電協会（JPEA）

再生可能エネルギー等に関する規制等の総点検タスクフォース殿
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マイナス価格が許容されていない日本の電力市場
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卸電力スポット価格（前日市場） 九州エリア(円/kWh)
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日本の卸電力スポット市場においては、入札価格の下限値が0.01円/kWhとされ、出力抑制が発
生しているような時間帯の約定価格は0.01円/kWhとなるが、マイナス価格にはならない。
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欧米の電力市場ではマイナス価格が許容されている

ネガティブプライス

火力や原子力も価格シグナル
に反応して出力を下げている

原子力

火力等

再エネ

スポット価格
（前日市場）

ドイツの例：電力需給状況とスポット市場価格（2021年3月22日～3月28日）
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卸電力スポット価格 九州エリア(円/kWh)2021年5月3日

Missing Price Signal

本来の価格シグナル？

マイナス価格が許容されない市場では“本来の価格シグナル”が見えない？

 マイナス価格が許容されない市場では、“本来の価格シグナル”が示されない可能性がある。
 “本来の価格シグナル”とは、マイナス価格が許容されていた場合の約定価格（価格シグナル）。
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マイナス価格が許容されればTSOの介入を最小化できるのでは？

 図1（左側）のマイナス価格が許容されない市場の例では、下限価格（0.01円/kWh）が約定価格となる
が、約定価格における売り入札（供給）量が買い入札（需要）量を上回るため、需給をバランスさせる
ために、送配電事業者（TSO）の介入により出力抑制が実施される。

 図２（右側）のマイナス価格が許容される市場の例では、マイナス価格で売り入札（供給）量と買い入
札（需要）量が交差し約定価格はマイナスとなる。この例では、市場取引により需給がバランスし、
TSOによる介入は不要となる。また、マイナス価格での入札が可能となるため、供給余剰が発生する時
間帯の需要側の行動変容が効果的に促されて需要が増えれば、出力抑制量の減少が期待できる。

図１ マイナス価格が許容されない市場の例 図２ マイナス価格が許容される市場の例
　市場取引では需給がバランスしないためTSOによる介入（出力抑制）が必要 　市場取引で需給がバランスしているのでTSOによる介入（出力抑制）は不要
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再エネの大量導入と市場統合を見据えた価格シグナルの在り方

 昼に発電する太陽光発電の普及拡大は、昼の時間帯の需給バランスに影響を及ぼし、特に
九州エリアでは需要が少ない季節にTSOによる出力抑制が頻繁に発生している。

 今後、太陽光発電のみならず再エネの導入が全国で拡大し主力電源化が進展すれば、九州
エリア以外においても出力抑制が頻繁に発生することが想定される。

 出力抑制が発生しているエリア・時間帯においては、スポット市場のエリアプライスが入
札の下限値である0.01円/kWhとなり価格シグナルとして市場参加者に認識されるが、欧
米諸国とは異なりなマイナス価格は許容されていない。

 このような、価格シグナルが市場参加者や需要家の行動変容を促し、再エネの余剰電力が
より活用され、結果的に出力抑制が減ることで全体最適が実現すると期待される。

 しかしながら、九州エリアにおいても、需要側の行動変容は一部に留まっており、必ずし
も価格シグナルが効果的に働いていないのではないか。

 もしそうであれば、価格シグナルが需要家の行動変容等に効果的に働いていない理由、並
びにマイナスを許容しないスポット価格に問題が無いのかを含め検討が必要ではないか。

 仮に、マイナスのスポット価格を許容した場合、需要側及び供給側の行動変容がより効果
的に喚起されることでTSOによる介入が最小化できれば、市場主導型の電力システムによ
る全体最適に近づけることができるのではないか。

 今後、FIP及び非FIT・卒FITの再エネが増加することで再エネの市場統合が進むことが想
定される。これら市場統合した再エネに関しては、マイナスのスポット価格を許容した場
合、供給余剰が発生する時間帯には自主的に出力を抑制することが期待され、TSOの指令
による再エネの余剰電力の出力抑制が効果的に減少するのではないか。
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マイナス価格が許容される場合の課題・懸念と対応策の例
課題・懸念 対応策の例

再エネ賦課金
電力コスト

買取対象期間の再エネの賦課
金自体は上昇する。

スポット価格の低減効果と相殺され需要家
負担の電力コストは上昇しない。
再エネの出力抑制量が減少すれば、化石燃
料消費量とCO2排出量が減少し、日本全体
の電力コストは減少するのではないか。

FIP及び非FIT
・卒FIT電源

売電収入の減少懸念
オンライン化の費用負担

オンライン化による出力制御を事業者自ら
行なうことで収入減少に対応。
蓄電池併設のメリットは増大する。

火力等の電源 売電収入減少懸念。最低出力
の低減、起動停止時間の短縮
等の対応費用の負担。

最低出力の低減や起動停止時間の短縮等に
より柔軟性を向上させることである程度は
対応可能ではないか？

長期固定電源 売電収入減少懸念。最低出力
の低減、調整可能な出力範囲
を拡大するための費用負担等。

マイナス価格の時間帯は可能な限り出力を
下げるために、最低出力の低減や計画停止
期間を調整することにより、ある程度は対
応可能か？

需要家 マイナス価格に対応した需要
の創出、上げDRの実装。

上げDRや、蓄熱、蓄電により電力コストの
低減が可能。

小売事業者 マイナス価格を活用するため
小売価格・契約の実装

需要家による上げDRや、蓄熱、蓄電等の需
要側リソース活用で価値創出。
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その他：再エネの調整力について
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需給調整市場における再エネの役割

 現行の需給調整市場は、火力や揚水等を主力調整力して設計されており、必ずしも再エネ
や蓄電池等を対象とした商品設計にはなっていないと理解。

 今後、再エネの大量導入が進み、電源構成に占める割合が4割を超えて来ることを想定すれ
ば、再エネ自らが調整力を発揮し、需給調整市場において一定の役割を果たすことが、電
力システムの全体最適化とコスト効率化には不可欠と考える。

 また、これからは、FIP・非FIT・卒FITの再エネが増えると期待され、これら再エネの調
整力や蓄電池と組み合わせた調整力を「需給調整市場」に提供することを目指す意欲的な
事業者を後押しすることが求められる。

需給調整市場において、再エネや蓄電池等の特性を踏まえた商品を
加えることの検討を始めるべき時に来ているのではないか
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参考：需給調整市場における商品の種類と要件
OCCTO 第13回需給調整市場検討小委員会 資料2抜粋
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